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経営成績 
 
(1)２００５年度第１四半期連結決算の概要 
 

  ２００５年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ２兆０，４８７億円 （ ９９％） 
営 業 利 益 １２億円 （  ３％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ４８億円 （ １１％） 
少数株主持分控除前損失 △１２８億円 （  －  ） 
当 期 純 損 失 △２４０億円 （  －  ） 

 
当四半期において、米国経済は、原油等原材料価格の高騰が懸念されたものの、個人所得の

回復傾向が続き、個人消費が堅調で、底堅く推移しました。また、アジア経済は、中国におい

て設備投資が堅調に推移し、輸出も好調であったこと等から、引き続き高い成長率を維持しま

した。一方、EU経済の回復は緩やかなものにとどまっています。 
 また、日本経済については、輸出の伸び悩みなどにより、景気は踊り場が続きました。 

 
このような状況下、当グループでは、当四半期において、プラズマ事業の更なる拡大を目的

に、富士通日立プラズマディスプレイを連結子会社とするとともに、同社における生産拡大に
向けた設備投資の増額を決定しました。また車載情報システム事業の強化を目指し、クラリオ
ン（株）との協力関係を強化するなど、注力事業の強化に向けた各種の施策を実施しました。 

 
これらを受け、当四半期における当グループの売上高は、トキコの合併や、富士通日立プラ

ズマディスプレイの連結子会社化の影響に加え、電力・産業システム部門や、エレクトロニク
ス関連製品向け及び自動車関連分野向け部品・材料を中心とする高機能材料部門が前年同期を
上回ったものの、国内市場低迷の影響を受けた情報通信システム部門や、携帯電話等向けの中
小型液晶が減少した電子デバイス部門などが前年同期を下回り、全体としては、前年同期並み
の２兆４８７億円となりました。 

 
営業利益については、国内市場低迷の影響を受けた情報通信システム部門が営業損失を計上

し、デジタルメディア・民生機器部門も富士通日立プラズマディスプレイの低迷等によって営

業損失を計上したこと等により、前年同期比９７％減の１２億円となりました。 
 

営業外収益は、持分法投資損益が悪化したこと等により、前年同期比２２％減の１３６億円

となりました。営業外費用は、前年同期比８％悪化し１０１億円となりました。 
 

これらの結果、税引前当期純利益は前年同期比８９％減の４８億円、法人税等１７６億円を

差し引いた少数株主持分控除前損益は１２８億円の損失となりました。当期純損益は前年同期

の１６０億円の利益から、２４０億円の損失となりました。 
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(2)部門別売上高・営業損益の概況 

 
各部門の概況は、以下の通りです。 

 
[情報通信システム] 

  ２００５年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ４，５２９億円 （ ９４％） 
営 業 損 失 △２３１億円 （  －  ） 

情報通信システム部門の売上高は、ソフト／サービスは、ソフトウェアが前年同期を下回っ
たものの、アウトソーシング事業等を中心にサービスが堅調に推移し、前年同期を上回りまし
た。ハードウェアは、旧日立プリンティングソリューションズを（株）リコーに売却した影響
のほか、ＡＴＭ（現金自動預け払い機）が、新札需要の反動により減少し、サーバやパソコン
等も価格下落の影響を受けたことなどから前年同期を下回り、部門全体では、前年同期比６％
減の４，５２９億円となりました。 

営業損益については、ソフト／サービスが、ソフトウェアの収益の改善等により、前年同期
を上回りました。ハードウェアは、ＡＴＭが減益となったことに加え、ハードディスクドライ
ブが赤字となったこと等から前年同期を下回り、部門全体では、前年同期の５６億円の利益か
ら、２３１億円の損失となりました。 

 
（注）ハードディスクドライブ事業は、１２月決算会社である日立グローバルストレージテクノロジーズ（日

立ＧＳＴ）が行っており、３月決算会社である当社の２００５年度第１四半期決算においては、日立Ｇ
ＳＴの２００５年１－３月の数値を計上しています。 

 
[電子デバイス] 

  ２００５年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ２，７３３億円 （ ８１％） 
営 業 利 益 ４７億円 （ ２９％） 

電子デバイス部門の売上高は、ディスプレイが携帯電話等向けの中小型液晶の不振等により
減収となったことに加え、日立ハイテクノロジーズも減収となったことから、部門全体として
は、前年同期比１９％減の２，７３３億円となりました。 

営業利益については、ディスプレイが価格低下の影響等によって悪化したこと等により、前
年同期比７１％減の４７億円となりました。 
 
[電力・産業システム] 

  ２００５年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ５，８７９億円 （１１４％） 
営 業 利 益 ９０億円 （  －  ） 

電力・産業システム部門の売上高は、２００４年１０月にトキコを合併した影響に加え、海
外向けの火力発電設備や、昇降機、空調システム等が伸長し、部門全体では、前年同期比１４％
増の５，８７９億円となりました。 

営業損益については、不採算案件の減少に加え、昇降機が堅調に推移し、空調システム等が
増益となったこと等から、前年同期の６１億円の損失から９０億円の利益となりました。 
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 [デジタルメディア・民生機器] 

  ２００５年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ２，９７２億円 （ ８９％） 
営 業 損 失 △８１億円 （  －  ） 

デジタルメディア・民生機器部門の売上高は、富士通日立プラズマディスプレイを連結子会
社としたことによる増加影響はあったものの、プラズマテレビ等の薄型テレビや白物家電が、
市場における競争激化に伴う価格下落の影響を受けたこと等から、部門全体では、前年同期比
１１％減の２，９７２億円となりました。 

営業損益については、富士通日立プラズマディスプレイが赤字を計上したほか、プラズマテ
レビ等の薄型テレビや、白物家電における価格低下の影響等から、部門全体では、前年同期の
５２億円の利益から、８１億円の損失となりました。 
 
（注）光ストレージ事業は、１２月決算会社である日立ＬＧデータストレージ（ＨＬＤＳ）が行っており、３

月決算会社である当社の２００５年度第１四半期決算においては、ＨＬＤＳの２００５年１－３月の数
値を計上しています。 

 
 [高機能材料] 

  ２００５年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ３，６８３億円 （１０１％） 
営 業 利 益 ２２２億円 （１２２％） 

高機能材料部門の売上高は、日立化成工業、日立金属及び日立電線が、堅調に推移したこと

等により、部門全体では前年同期比１％増の３，６８３億円となりました。 
営業利益については自動車関連分野を中心に堅調に推移し、前年同期比２２％増の２２２億

円となりました。 
 
[物流及びサービス他] 

  ２００５年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ２，７１３億円 （ ９３％） 
営 業 利 益 １６億円 （１０７％） 

物流及びサービス他部門の売上高は、日立物流は堅調に推移したものの、日立モバイルが減
収となったことに加え、海外販売会社において、デジタル家電が伸び悩んだこと等により、部
門全体では前年同期比７％減の２，７１３億円となりました。 

営業利益については、日立モバイルが低迷したものの、日立物流が堅調に推移し、部門全体
では前年同期比７％増の１６億円となりました。 
 
 [金融サービス] 

  ２００５年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 １，２７７億円 （ ９９％） 
営 業 利 益 ６１億円 （１２４％） 

金融サービス部門の売上高は、日立キャピタルが堅調に推移したこと等により、前年同期並
みの１，２７７億円となりました。 

営業利益については、前年同期比２４％増の６１億円となりました。 
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(3)国内・海外売上高の概況 
 

  ２００５年度第１四半期 （前年同期比） 
国 内 売 上 高 １兆２，３９２億円 （ ９９％） 
海 外 売 上 高 ８，０９５億円 （１００％） 

う ち ア ジ ア ３，４９８億円 （１０２％） 
う ち 北 米 ２，２０５億円 （１００％） 
う ち 欧 州 １，７２２億円 （ ９４％） 
そ の 他 の 地 域 ６６９億円 （１１０％） 

 

 当四半期において、国内売上高は、前年同期並みの１兆２，３９２億円となりました。 
海外売上高は、ＥＵ経済の回復が緩やかなものにとどまった影響により、欧州における売上

高が前年同期を下回ったものの、中国を中心とするアジアが前年同期を上回り、全体としては、
前年同期並みの８，０９５億円となりました。 

この結果、連結売上高に占める海外売上高の比率は、前年同期比１ポイント上昇し、４０％
となりました。 

 
(4)設備投資・減価償却費・研究開発費 
 

設備投資（完成ベース、営業用を除く）は、ハードディスクドライブの物量増加や、自動車

関連分野への増産投資等を中心に、前年同期比９％増の７８６億円を実施しました。減価償却

費（営業用を除く）は前年同期比４％増の８１７億円となりました。研究開発費は、新事業の

立ち上げの加速や、基礎・基盤研究の強化、デジタルメディア関連分野の開発力強化を中心に、

前年同期比７％増の９３０億円（対売上高比４．５％）を投入しました。 
 

財政状態 

 

(1)財政状態 
 

 総資産は、当四半期に富士通日立プラズマディスプレイを連結子会社化したこと等により、

前期末比３１８億円増の９兆７，６８１億円となりました。有利子負債は前期末比１，４４３

億円増の２兆６，４６８億円となりました。株主資本は、当四半期において当期純損失を計上

したため、前期末比３０７億円減の２兆２，７７１億円となりました。この結果、株主資本比

率は前期末比０．４ポイント悪化し２３．３％となりました。Ｄ／Ｅレシオ（少数株主持分含

む）は、株主資本の減少と有利子負債の増加により、前期末比０．０５ポイント悪化し、 
０．８３倍となりました。 

 ２００５年度第１四半期末 ( 前期末比増減 ）

総 資 産 ９兆７，６８１億円 ( ３１８億円 ）

負 債 合 計 ６兆５，６０８億円 ( ５３４億円 ）

う ち 有 利 子 負 債 ２兆６，４６８億円 ( １，４４３億円 ）

少 数 株 主 持 分   ９，３０２億円 ( ９１億円 ）

株 主 資 本 ２兆２，７７１億円 ( △３０７億円 ）

株 主 資 本 比 率 ２３．３％ ( ０．４  ポイント悪化 ）

Ｄ／Ｅレシオ(少数株主持分含む) ０．８３倍 ( ０．０５ポイント悪化 ）
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(2)キャッシュ・フローの状況 

 ２００５年度第１四半期末 ( 前年同期比増減 ）

営業活動に関するキャッシュ・フロー △５５７億円 ( △３１１億円 ）

投資活動に関するキャッシュ・フロー △１，１８３億円 ( １１１億円 ）

フリー・キャッシュ・フロー △１，７４０億円 ( △２００億円 ）

財務活動に関するキャッシュ・フロー ６９６億円 ( ４１０億円 ）

 
キャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ・フローは、当期純損益が前年

同期の１６０億円の利益から、２４０億円の損失となったこと等により、前年同期比３１１億
円支出額が増加し、５５７億円の支出となりました。 

投資活動に関するキャッシュ･フローは、営業用設備投資が減少したことに加え、リース債権
の早期回収を促進したこと等により、前年同期比１１１億円支出額が減少し、１，１８３億円
の支出となりました。 

 
これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フローを

合計したフリー･キャッシュ･フローは、前年同期比２００億円悪化し、１，７４０億円の赤字
となりました。 

 
また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、配当金の支払いが増加したものの、借入金に

よる調達額が増加したことにより、前年同期比４１０億円収入額が増加し、６９６億円の収入
となりました。 

これらの結果、現金及び現金等価物は、当四半期中に９９０億円減少し、６，０９６億円と
なりました。 

 
２００５年９月中間期連結決算の見通し 

 
 ２００５年９月中間期 （前年同期比） 

売 上 高 ４兆４，０００億円 （１０２％） 
営 業 利 益 ７００億円 （ ５５％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ７００億円 （ ５１％） 
少数株主持分控除前利益 ２５０億円 （ ３７％） 
当 期 純 利 益 ０億円 （  －  ） 

 
当グループでは、今後の世界経済の動向について、米国経済は、設備投資減税の終了、低金

利政策からの転換、原油等原材料価格の高騰などの影響により、景気が緩やかに減速すると見

込んでいます。これによって、欧州経済は回復のペースが鈍化する懸念があるものの、アジア

経済については、中国の国内需要に支えられ比較的堅調に推移すると予測しており、全体とし

ては、２００５年度前半は不透明感があるものの、後半には緩やかな回復に向かうものと見込

んでいます。  

日本経済については、２００５年度中は、輸出の減速に伴う輸出関連製品の生産調整や在庫

調整の継続、設備投資の鈍化等、企業部門の調整が続き、雇用・所得環境の改善が一服するこ

とで個人消費の伸びも鈍化する見通しです。 
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  このような環境のもと、当グループの２００５年９月中間期の業績は、２００５年４月２８

日の２００５年３月期決算発表時点と同じ、前記の水準を見込んでいます。当社では本年４月

に、プラズマ事業の強化を目的に、富士通日立プラズマディスプレイを子会社化したほか、車

載情報システム事業強化に向けたクラリオンとの連携強化をはかるなど、注力事業を中心に、

事業拡大に向けた積極的な施策を推進しています。また、情報通信システム部門における、プ

ロジェクトマネジメントの強化や、ハードディスクドライブの収益性改善を目指した開発力強

化、電子デバイス部門においては、液晶ディスプレイを中心に、製品構造改革など、継続的な

改革の推進を図っています。さらに、海外事業拡大に向けた様々な取り組み等、将来の発展に

向けて事業構造改革を推進することにより、連結ベースでの競争力向上、収益基盤の強化につ

とめていきます。なお、２００５年度第２四半期の為替レートは１０８円／ドル、１３２円／

ユーロを想定しています。 
 
（注）本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがあり
えます。その要因のうち、主なものは以下の通りです。 

 
• 市場における製品需給の変動及び価格競争の激化（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及

びデジタルメディア・民生機器部門） 
• 新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当会社及び子会社の能

力 
• 急速な技術革新（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメディア・民生機器部

門） 
• 為替相場変動（特に円／ドル相場） 
• 製品需給及び為替変動に対応する当会社及び子会社の能力 
• 主要市場（特に日本、米国及びアジア）における経済・社会状況及び貿易規制等各種規制 
• 自社特許の保護及び他社特許の利用の確保（特に情報通信システム部門及び電子デバイス部門） 
• 事業構造改善施策の実施 
• 製品開発等における他社との提携関係 
• 資金調達環境（特に日本） 
• 日本の株式相場変動 
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